
 

日進市６次産業化支援事業補助金交付要綱 

 

令和  3 年  2 月 17 日   

要 綱 第   22  号  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、６次産業化による新商品開発及び販路開拓を支援するため、農 

業者、中小企業者等に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、 

日進市補助金等交付規則（昭和５６年日進町規則第４号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）農業者 日進市内で農業（畜産業を含む。以下同じ。）を営む者若しくはこれ

らの者で組織する団体又は日進市内で農業を営む農地法（昭和２７年法律第２２

９号）第２条第３項に規定する農地所有適格法人をいう。 

（２）中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に

規定する中小企業者で市内に事務所を有するもの、社会福祉法（昭和２６年法律

第４５号）に規定する社会福祉法人で市内に事務所を有するもの又は学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学をいう。 

（３）６次産業化 次のいずれかの取組をいう。 

 ア 農業者及び中小企業者等が連携し、互いの経営資源を有効に活用し、商品開

発又は販路開拓を行う取組 

 イ 農業者が自ら生産した農産物を活用し、商品開発、加工又は販売を実施する

取組 

 ウ 中小企業者等が農業者の生産した農産物を活用し、商品開発、加工又は販売

を実施する取組 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）６次産業化を実施する農業者、中小企業者等その他市長が適当と認める者であ

って市長が別に定める公募要領に従って事業計画の採択を受けたもの 

（２）市税を滞納していない者 

（３）日進市暴力団排除条例（平成２４年日進市条例第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第１号に規定する暴力団若

しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないもの 

（交付対象事業、補助対象経費、補助金の額等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、別表第１に掲げる事業とし、補助金の交

付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助金の額等は、別表第



 

２に掲げるものとする。ただし、当該補助対象経費に対して国、他の地方公共団体

その他の機関から補助金等が交付され、又は交付されることが見込まれる場合は、

当該補助金等を控除して算出した額を補助対象経費とする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、日進市６

次産業化支援事業補助金交付申請書を市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定により申請があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付の適否を決定し、日進市６次産業化支援事業補助金交付・不交付決定通知書

により申請者に通知するものとする。 

（申請内容の変更） 

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、申請の内容を変更しようとするときは、速やかに日進市６次産業化支援

事業補助金交付変更申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請があったときは、その内容を確認し、適当と認め

たときは、日進市６次産業化支援事業補助金交付変更決定通知書により交付決定者

に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、事業が完了したときは、速やかに日進市６次産業化支援事業

補助金実績報告書を市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定により報告があったときは、その内容を審査し、補助金

の額を確定し、日進市６次産業化支援事業補助金確定通知書により交付決定者に通

知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１０条 前条の規定により通知を受けた交付決定者は、速やかに日進市６次産業化

支援事業補助金交付請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により請求があったときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

３ 市長は、特に必要があると認めたときは、規則第１１条第２項の規定に基づき、

補助金の全部又は一部を概算交付することができる。 

４ 前項の規定により補助金の全部又は一部の概算交付を受けようとする交付決定者

は、第１項の請求書を市長に提出しなければならない。 

５ 前項の規定により補助金の概算交付を受けた交付決定者は、当該補助を受けた事

業が完了したときは、第８条の実績報告書と併せて、日進市６次産業化支援事業補

助金精算書を市長に提出しなければならない。 

（報告） 

第１１条 市長は、補助金の交付に関し必要があると認めるときは、交付決定者に対
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し、必要な報告を求めることができる。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定を取り消すものとする。 

（１）第９条に規定する補助金の額の確定により、補助金の交付額に残額が生じたと

き。 

（２）補助金を補助対象経費以外の用途に使用したとき。 

（３）提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付手続きに関し不正行為があ

ったとき。 

（４）補助金の交付に関し、必要な書類等を提出しないとき。 

（５）その他市長が補助金を交付することが不適当であると認めるとき。 

 （様式） 

第１３条 この要綱の規定により使用する様式は、別に定める。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

別表第１ 

事業名称 事業内容 

新商品開発事業 ６次産業化により新商品、新サービス等の研究開発を行う事業 

販路開拓事業 

６次産業化により開発した新商品、新サービス等の商談を目的

とした展示会出展若しくは企業訪問又は新たな流通経路の開発

を行う事業 

 

別表第２ 

事業名称 補助対象経費 補助金の額 備考 

新商品開

発事業 

原材料費、消耗品費、機械装置等

借上費、外注加工費、専門家謝

礼、開発費（技術コンサルタント

料、デザイン料、システム開発

費、試作費、実験費、設計費

等）、知的財産権の取得に要する

経費、マーケットリサーチ費その

他事業に必要であると市長が認め

る経費 

１０万円を限度とし、

補助対象経費に２分の

１を乗じて得た額（そ

の額に１，０００円未

満の端数が生じる場合

は、その端数を切り捨

てた額） 

１事業１

年度につ

き、１回

のみ。 
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販路開拓

事業 

広告宣伝費（宣伝資材の作成費、

ホームページ作成費等）、展示会

出展費（出展料、運搬費、宣伝用

ビラ・ポスター・リーフレット作

成費、展示用什器費等）その他事

業に必要であると市長が認める経

費 

  

 


